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研究ノート 
 
民間提案における第一提案者の取り扱いについて―諸外国の事例と日本への示唆 
 
難波 悠 
東洋大学 PPP研究センター 
 
はじめに 
PFI 法が 2011 年に改正され、民間提案制度のプロセスの在り方などが明示された。しか
しながら、民間提案制度導入後５年近くたっても、民間提案による PFI 事業は進んでいな
い。一方、PFI法やその他の法律に基づかない、自治体独自の民間提案制度を導入する自治
体は増えてきている。 
民間提案制度が活用されない要因の一つとして、第一提案者に対する優遇策がなく、提
案作成へのインセンティブがないためであると指摘される。しかしながら、選定時におけ
る優遇策がなくても、盛んに民間提案が行われている事例もある。本稿は、他の国々の事
業者選定、インセンティブの在り方を概観しながら、日本の現状と比較し、示唆を得よう
とするものである。 
 
第１章 民間提案制度 
1. 民間提案とは 
民間提案には、手順や手続きが法令等で明確に示され「制度」として確立されているケ
ースと、制度としては明示されていないが、認められているケースとがある。PPP手法が採
用されている国では、多くの国で上記のいずれかの形で民間提案が認められている。英語
では Unsolicited proposals（UPs、非公募提案）と表現されることが多く、入札等の公募
が行われず、民間事業者による提案でプロジェクトを進めることを指す。 
日本では、それ以前の PFI法でも「民間事業者の発案に対する措置」を求めてはいたが、
手続きが十分に定められておらず、活用されては来なかった。このため、民間事業者が提
案を躊躇する要因となりうる「棚ざらしリスク」等を改善するため、2011 年の PFI 法改正
で受理後の手続きのあり方などが明確化された。また、2006 年の公共サービス改革法施行
により、市場化テストが導入されたことによる民間提案も行われてきた。このほかにも、
PFI 法等に基づかない民間提案制度を導入する自治体も、2005 年ころから徐々に増加して
いる。本稿では、PFI 法による民間提案制度と、法によらない民間提案を対象として扱う。
市場化テストに関するものは取り扱わない。 
本稿では、「民間提案（または非公募提案）」に関する各国の制度について概観する。特
に、最初に民間提案を企画し提出する者を「第一提案者」とし、第一提案者と他の提案者
（ここでは「競合提案者」とする）それぞれの選定段階での取り扱いについて比較する。 
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2. 法的枠組み 
諸外国の導入状況を見ても、民間提案制度は、日本の PFI 法や公共サービス改革法など
法的な PPP の枠組みの中に規定されている場合と、調達法や地方自治法のような法律で規
定している場合とがある。また、明確に法律には規定していないものの、民間提案を受け
入れている国もある。 
世界銀行グループの PPIAF（2014）によると、調査を行ったアフリカ、アジア、中南米の
17 カ国のうち 4 分の３近い国で民間提案を受け付けるための法的枠組みがあり、3 分の 2
が民間提案に関する政策があるとしている。 
PPPの枠組みの中で民間提案制度を認めていない国もある。特に先進国では、競争の公平
性の観点から民間提案制度を明確に否定している国もある。例えば IUKの Ballingall（2014）
は、「イギリス政府はいかなる非公募提案も考慮しない（EU 法の規定により考慮しないよう求め
られている）」とし、非公募提案の問題点として、透明性、競争性の欠如、公的機関が交渉で不
利になる、汚職の可能性が高まる、国家レベルのプロジェクトとの不整合（優先度の低いプロジ
ェクトに公的資源を割かなくてはいけなくなる）、非公募提案を受け付けるためのプロセスは完
璧ではない―を挙げている。一方、先進国であってもアメリカやオーストラリアでは、PPP
にも民間提案を受け付けるための仕組みが広く浸透している。 
民間提案には、各国や機関によって、様々な要件が定められている。図表 1 に示すよう
に、提案対象、上位計画等との整合、公的支援等の有無等を満たしたものを提案可能とす
るケースもある。これらの要件のいくつかを満たさない場合は、民間提案の対象とならな
いことが多い。一方で、米・バージニア州の PPTA／PPEAのように、対象等について細かな
規定を設けていないケースもある。 
 
 
図表 1 民間提案を認める場合の代表的な要件例 
項目 要件 
上位計画・案件リスト  ・上位計画や案件リストに掲載されている物のみ可能  
・上位計画や案件リストに掲載されていない物のみ可能  
・上位計画にある物のみ公的支援等を活用できる  
案件形成の進捗状況  ・案件形成が十分に進んでいないプロジェクトのみ可能  
公的支援、公共資産の利用  ・直接支援が必要ない物のみ可能  
・直接支援が必要ないものは入札を不要とする  
・政府保証等を必要ない物のみ可能とする場合  
プロジェクト遂行能力 ・実際にプロジェクトを遂行できる企業のみ提案可能 
・プロジェクトに実施者として関わらない者も提案可能 
規模  ・一定規模以下のもののみ可能とする場合  
・一定期間以上のプロジェクト  
手法  ・特定の手法のみ可能とする場合  
提案精度・熟度 ・詳細提案、FS がある場合のみ可能とする場合  
・概念提案を可能とする場合  
（筆者作成） 
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3. 調達プロセスとしての民間提案制度 
非公募提案に限らず、民間の事業者から技術提案等を受け付ける場合、公的機関には十
分な審査能力があるとは限らない。その場合、提案を受け付けても最善の提案を選択でき
るとも限らないため、どのように選定を行うか、どの程度の優遇を第一提案者に与えるか
については仕組みとして明確な基準が求められる。民間提案制度を調達プロセスとして機
能させるには、透明性、競争性、公平性、客観性、公正性等の要素を満たす必要がある。 
民間提案制度が、通常の公募型の事業と違う点は、公共の情報（ニーズ）が民間事業者
等に明確にされていないケースが多いことである。通常の事業では、提案募集要項（Request 
for Proposal、RFP）において公的機関が求める性能や仕様が示されるが、民間提案の場合、
こういった情報があらかじめ開示されていないことも多い。 
公共側のニーズに関する情報が十分に出されていない中で、幾百とある施設、事務事業
のうち、最も需要が高いプロジェクトを見つけ出しピンポイントの提案を出すのは難しい。
そのため、テーマ等を明示せずに提案を受け付けた場合、公的機関は、自らのニーズを改
めて開示し、交渉を進めながら、よりニーズに合う形で作り上げていくプロセスが取られ
ることも想定される。仮に、第一提案者との随意契約を認めている場合、どの程度まで修
正が認められるかは、あらかじめ明確にされている必要がある。一定以上の修正・変更を
行う場合には、その情報を広く開示し、その他の提案者にも提案の機会が与えられるべき
だろう。一方で、民間事業者の提案への意欲を高めることで、公的機関が思いもつかなか
ったような独創的な提案がなされる効果もある。第一提案者の優遇が認められない場合に
は、わざわざ労力や費用をかけて提案をする事業者がいなくなってしまう恐れもある。 
また、事前に情報を開示することも有効である。日本の民間提案制度で実施されている
情報の開示の手法としては、PPP に適合しそうな将来的なプロジェクトのリストの公表や、
民間提案時にテーマを設定する場合などがある。 
第一提案者に対して後述するような優遇策を認める場合には、上記のような点を考慮し、
その程度を検討した上で最適な方法を検討する必要がある。 
 
4. 日本の現状 
（１）PFI法における民間提案制度 
上述のように、日本では 2011年の PFI法改正により、公的機関は民間事業者からの「実
施方針を定めるよう提案」を受けた場合、「当該提案について検討を加え、遅滞なく、その
結果を当該民間事業者に通知」するよう定められた。 
この実施方針策定の提案には、▽特定事業の案（公共施設等の種類、公共施設等の設置
に関する条件、公共施設等の概要、公共施設等の維持管理・運営業務の概要、想定する事
業スキーム、事業スケジュール、リスク分担）▽特定事業の効果および効率性に関する評
価の結果▽評価の過程及び方法（支払いに関する評価の過程及び方法、独立採算事業の場
合は事業の採算性の評価等、サービス水準に関する評価の過程及び方法）―を示す書類を
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添えて提出するとされている。つまり、特定事業
の選定に必要な概要や VfM（Value for Money）の
計算を民間事業者が行い、提出する。 
ただ、同制度では、実際に民間提案を受理した
公的機関が（あるいはその公的機関が雇ったコン
サルタントが）、第一提案者の意図するような実
施方針、要求水準書等を作成するかどうかはわか
らない。また、提案受理後、特定事業の選定、選
定プロセスの開始までに時間を要すれば、他の民
間事業者にも準備期間が与えられることになる。
この点で、日本の PFI 方式の民間提案制度は、他
国で行われているような、第一提案者の提案を受
けてそれに対する競合提案を受け付ける「非公募
提案」方式とはやや異なる。 
 
（２）PFI 法等によらない PPP 手法に関する提案
制度 
PFI法や公共サービス改革法等によらない、広い意味での PPPに関する民間提案を受け入
れる自治体も増えてきている。確認できるだけでも、約 50の自治体がこれまでに民間事業
者からの提案制度を設けて、公共施設マネジメント、開発事業、事務事業の効率化などを
図っている。これとは別に、市民やまちづくり NPO のみから提案を受け付ける制度がある
自治体も多く見られる。先進的に民間提案制度を導入している自治体では、経年により提
案数の減少に頭を悩ませているところもある。 
民間事業者からの提案を受け付ける制度には、公有地活用や広告など、特定の案件や分
野、テーマ、モデル事業について一定の範囲を設けて、民間の自由な発想を募集する自治
体、テーマ等を決めずに広く事務事業全般を対象に募集する自治体もある。また、募集時
期も、通年受け付けている自治体もあれば、期間を区切って募集をかけている自治体もあ
る。ソフト事業を対象にしている自治体も多いのが特徴である。また、千葉県我孫子市の
ように、第一提案者に対して、複数年の随意契約を認めている自治体もある。 
 
5. 第一提案者への優遇策 
民間提案は、そのプロジェクトが受け入れられる保証がない状態で、プロジェクトの需
要予測、経済性調査、敷地、資金計画、施設計画など様々な検討を行わなければならない。
プロジェクトの規模や性質にもよるが、第一提案者は多額の費用と労力を提案のために費
やす。このため、多くの国では、第一提案者への優遇策を設け、提案の促進を図ろうとし
ている。ここでは、採用されている手法と、それぞれのメリット、デメリットを検討する。 
図表2 日本のPFI法による民間提案 
（PFI の実施プロセスガイドライン
より筆者作成） 
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（１）排他的交渉権（随意契約） 
第一提案者に対して、自動的に排他的な交渉権を与えるもの。入札など一般的な選定プ
ロセスには乗せずに排他的に交渉を行い、合意に至ることができれば随意契約を行う。プ
ロジェクトの受注可能性が高いため、第一提案を行うインセンティブが大きい。ただし、
期間等を定めずに提案を受け付けている場合、「早い者勝ち」に陥ってしまう可能性がある。
十分ア周知の機会の確保が必要である。最初に提案を提出することができた事業者は、情
報収集能力や提案をまとめるスピードに優れているものの、必ずしも最善の提案ができ、
高い遂行能力がある事業者とは限らない点は、慎重に考慮されるべきであろう。台湾のよ
うに公有地や公的支援の有無で随意契約の可否を定めていたり、随意契約を前提とする手
続きでは詳細計画を提案しなければならないとしていたりする国もある。一方で、過去に
は公的支援等の有無で排他的な随意契約の交渉を行うかどうかを判断していたが、第一提
案者の革新性に重きを置き、随意契約交渉のための要件を緩和した所もある。 
もう一つ考慮すべきなのが、第一提案者の提案を、公的機関との交渉で修正する場合、
どこまでの修正・逸脱を認めるかを予め明確にする必要がある。提案の要件を簡素化して
提案を促すことは有効であるが、一方で第一提案者の提案を大きく修正する場合は、あく
までも第一提案者の提案の本質を変えない、一定以上の修正・変更が必要な場合には他の
事業者にも代替提案の機会を与えることが求められる。 
 
（２）提案者加点 
入札などの競争的なプロセスの中に第一提案者も加わり、選定が行われる場合の一手法。
第一提案者の提案（札）に自動的に一定の加点を加えるもの。法令等で上限を定めている
ことが多いが、案件毎に加点を決める国もある。初期投資を行うなどプロジェクトの規模
が大きくなるほど、加点によるインセンティブは高くなる。加点の割合が一定であれば、
加点の恣意性を排除することができるのに加え、入札を複数回行う必要はない。一方で、
法令に規定された一定割合を加点するだけでは、提案の複雑さや規模などが考慮されない。
加点割合が低すぎると第一提案者が提案をする動機付けが弱くなり、加点が高すぎると競
合提案者の参加意欲が下がるというデメリットもある。 
 
（３）スイスチャレンジ 
スイスチャレンジは、民間提案を受理した後に競争的な選定を行うことを義務づけてい
る国で採用される。なお、インドでは「スイスチャレンジ」を民間提案方式と同義で使用
している。採用している国や機関によって方法は異なるが、概ね、競合提案を受け付けた
後に、最優秀（最低価格）の競合提案が当初の提案を上回った場合に、第一提案者に再提
案の機会を与える（right to match）ことを指す。選定方法は入札であり、最低価格自動
落札方式をとる国が多いため、再提案の機会は価格の見直しを指すことが多い。価格だけ
でなく質も考慮する総合評価落札方式の場合は、制度の組み立て、透明性や公平性の担保
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をするのが難しくなる。第一提案者のみが提案を見直す権利を与えられることから、選定
手法として認めない国もある。 
ベストアンドファイナルオファー（BAFO）を類似の意味で使われることもあるようであ
る1。運用のされ方を考えれば、第一提案者のみが提案を再考する権利を与えられる場合は
「スイスチャレンジ」、第一提案者と競合提案者のうち最優秀または複数の提案者も提案を
見直すことができる場合は「ベストアンドファイナルオファー」方式の変形と考えること
ができるだろう。スイスチャレンジに比べ、複数社に再度入札の権利を与える BAFOの方が
透明性、競争性は高くなるものの、第一提案者にとっては必ずしも優位ではなくなる。 
両方式とはやや異なるが、多段階審査で選定を行う場合に、第一段階目（通常は資格審
査や概要提案の審査を行う）の審査を免除し、自動的に最終審査に進ませる国もある。 
 
（４）提案報酬支払い 
この方式は、第一提案者が提案の提出後に選定プロセスに参加しない場合などに、公的
機関が第一提案者から提案を買い取る方式。第一提案者が選定プロセスに参加した場合で
も、最終的に落札できなければ提案コストを支払う国や、落札者が第一提案者に対して費
用を支払うとしている国もある。この方式のメリットは、提案プロジェクトの遂行能力を
持たないがコンサルタントやベンダーとしてプロジェクトに関わることを希望する企業も
第一提案者となることができる。一方、提案への報酬、知的財産権の買い取りの基準等が
ない場合、交渉が必ずしもうまくいくとは限らず、決裂した場合には提案者のアイデアを
公的機関が流用してしまう可能性も拭えない。 
また、インドでは第一提案者が落札した場合には入札等の選定費用を公的機関が負担し、
競合提案者が落札した場合には落札者が選定費用を負担するとしている。 
 
第２章 海外の事例 
1. 概観 
ここでは、民間提案を受けた場合の選定プロセスについて、アメリカ、フランス、台湾、
ベトナム、フィリピン、インドネシアの制度を紹介する。民間提案制度は、先進国では革
新的な技術や独創的な解決手法など、従来の発注方式では仕様を決めることが困難な場合
等に認められることが多い。新興国、途上国では、公的機関側に PPP 手法を用いた調達を
するための知見や経験が不足していることや、公的負担や公有地を使わずにインフラや施
設を整備することができることから、認められていることが多い。本章では、第一提案者
                            
1 Hodges and Dellacha (2007)では、BAFOをスイスチャレンジとボーナスの変形またはハイブ
リッドととらえている。ただし、BAFOは民間提案方式に限らず、従来型の公募（RFP）手順でも
使われている。一般的には、入札（プロポーザル）に参加した事業者のうち、一定の競争力をも
つ複数の入札参加者あるいは全参加者に対して再入札（提案）の機会を与えるもの。このため、
民間提案を認めていない機関であっても、BAFOの手続きを入札手順に規定している場合もある
（例 国連調達マニュアル）。 
7 
に対して優遇策別に、代表的な制度等を紹介する。 
 
2. アメリカ（選定時の優遇無し） 
民間提案制度としてよく知られているのは、アメリカバージニア州の PPEA／PPTA法であ
る。1995 年に施行された PPTA（Public Private Transportation Act）は当初、運輸部門
のプロジェクトを評価する際に、最低価格自動落札方式によらない審査（競争的交渉）を
行えるようにする手段として導入された。その後、
対象プロジェクトを運輸部門以外にも広げるた
めに 2002年導入された PPEA法（Public Private 
Education Facilities and Infrastructure Act）
で、対象を運輸以外の幅広い公共施設や公共サー
ビスに適用することが可能になった。各機関は、
必要に応じて将来実施しようと考えているプロ
ジェクトのリストを公表しており、民間事業者は
これらも参考にしながら非公募提案を立案する。
PPEA／PPTA 法で実施された事業の 65％ほどが民
間提案によるものだという。 
PPEA法では、州内の自治体や公的機関に、PPEA
法に基づく調達の導入指針を定めるよう求めて
いる。同法では、第一提案者を選定段階で優遇す
る施策はない。ただし、民間提案を受け付け、受
理を決定・公表した場合、競合提案の受付は最低
45 日（PPTA 法では 90 日、中央政府の資金を使う場合は最低 120 日）とされており、倨傲
提案者は提案準備の期間が限られる2。また、第一提案者の知的財産を守るため、第一提案
者は提案の秘匿部分を指定し非公開とできる。また、選定は二段階方式で、競争入札か競
争的交渉を用いる。 
PPEA 法の大きな特徴は、第一提案者に最大 5 万ドルの審査料支払いを課すことができる
点である。この審査料は、第一提案者の真剣度を示すだけでなく、提案を受け取った機関
は、この審査料を使ってコンサルタントや弁護士を雇い、提案の検証を行うことができる。
審査料の額は各機関が定めており、概念提案段階の初期審査で 5000ドル、二段階目の詳細
審査で事業総額の 2.5％相当（ただし 2500～2 万 5000 ドルの範囲）としている自治体もあ
る。受け取った審査料よりも費用が低かった場合には、返還することもある。 
PPEA 法では、上述のように提案対象に細かな規定はなく、対象範囲の幅は広い。プロジ
                            
2 2013年 10月 17日に行われた PPEA法の創案者である Lloyd 氏の講演によれば、制度の導入直
後は第一提案者が９割以上の勝率であったが、近年は事業者にノウハウが蓄積されてきており、
第一提案者の勝率は低下傾向にあるという。 
（筆者作成） 
図表 3 米 PPEA法による民間提案 
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ェクトの費用は、民間資金だけでなく、公共の負担を提案することもできる。施設の設計・
建設のターンキー契約や、施設の設計・建設・維持管理、老朽化施設の改築・集約と余剰
地活用、公務員の社会保障管理システムの導入等様々なプロジェクトが行われている。 
また、上位計画との整合や、プロジェクトリストへの記載の有無なども提案の条件とは
なっておらず、民間は自由な発想で提案を行うことができる。その反面、民間提案の取り
扱いの基準や従来方式の公募型事業と非公募提案の優先順位等が明確ではなく、公的機関
が不慣れな場合、選定プロセスに混乱が生じる場合3もある。 
 
3. フランス（提案費用の一部返還のみ） 
フランスにおいては、連携契約（Le contrat de parrtenariat、CP）と呼ばれる比較的
新しい PPP手法の選定において民間提案が認められていた。maPPP(2014)によると、この手
続きでは、提案の受付後、競争的対話または競争入札により事業者を選定する。民間提案
が革新的だと認められ、第一提案者が選定プロセスに参加して落札できなかった場合のみ、
提案準備費用として一定額が支払われる。第一提案者が落札できた場合には、当初の提案
費用は最終的な落札価格に含まれていると考えられており、費用補償はない。また、競争
的対話の段階で多額の準備費用を要した場合には、補償されることもある。 
コンセッションがフランスの他の PPP 手法（アフェルマー
ジュ、レジーアンテレッセ）と同様に公役務の管理委託
（Gestion deleguée）、公役務の委託（les délégations de 
services publics）として一般法で位置づけられているのに
対して、連携契約は、一般法の例外として地方団体一般法典
や個別の法令が整備されていた。いずれの手法も公共調達法
の枠外という扱いだったが、地方団体一般法典の当該条文と
連携契約法は、2016 年 4 月に施行される公共調達条例（オル
ドナンス）に統合された。 
連携契約は、公役務の遂行のために必要な施設等の資金調
達、設計、建設、維持管理、または公役務に関連する総合的
な任務を長期間にわたって委ねる契約である。事業計画が複
雑な者、緊急性があるものが対象となる。イギリスの PFI の
ようなユニタリーペイメントによる延べ払い（業績との連動
も可能）を想定している。 
                            
3 例えば、同州のリッチモンド市は、拘置施設の改修・拡張工事について、当初従来型の公募型
プロポーザルで提案を受け付け既に 11 者が提案を提出していたにもかかわらず、その後非公募
提案として提出された同施設の移転改築の概念提案を受けて、選定手続きを中止した（Richmond 
Times Dispatch(2010)）。報道によれば、同市は PPEA の非公募提案を受領するのが初めてで、非
公募提案の受理、選定プロセスに不透明さが残った。その後、当初の公募に参加していた企業を
含む JVが提案した現地建て替えの計画が選定された。同施設は 2014年に開設した。 
（maPPP（2014）を基に
筆者作成） 
図表 4 仏連携契約法に
よる民間提案 
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コンセッションでは民間提案を認めていないものの、過去には、パリのヴェルサイユ地
下を通る A86 西有料道路は、1988 年にフランスの道路運営会社コフィルート（Vinci の子
会社）が非公募提案を提出した。同道路は、地元の反対などが有り、長年実現しなかった。
コフィルートは、それまで検討されていたアイデアを組み合わせ、断面の面積を小さくす
ることでコストを低減し、独立採算のコンセッションとする提案をした。Vinciのホームペ
ージによると、この提案では欧州入札が行われ、５社が参加した。 
 
4. 台湾（公有地不使用の場合直接指名） 
2000年に施行された台湾の PPIP法（Public Participation in Infrastructure Projects）
では、公有地を使用するかどうかで、選定手法を大きく変えているのが特徴である。民間
提案の取り扱いについては、2002 年のガイドラインによって定めている。公有地を使用し
ない場合は、民間事業者から詳細提案を受け付けた後、PCCまたは当該機関が提案内容を承
認すれば、第一提案者に排他的交渉権を与えることができる。なお、公有地を使用しない
プロジェクトでも、プロジェクトに対する公的支援については資金計画等に盛り込むこと
もできる。 
一方、公有地等を使用する場合には、第一提案を受け付けた時点で、受付を公表し、広
く代替選択肢を募集する。まず、概念設計を受け付けるとすぐにプロジェクトのアウトラ
インを公表し、15 日間、他の事業者から、当該公有地の使用方法について代替選択肢を募
集する。第一段階の審査では、第一提案と代替選択肢を同列で比較する。概念提案の審査
が終わると審査に通過した者は詳細提案を提出する。公的機関は必要に応じて外部の専門
家を雇う事もある。その提案が認
められれば、その提案者は知的財
産の取り扱いや情報公開の範囲、
募集要項などについて交渉を行う
ことができる。 
その後、競合提案を募集して競
争入札を行うことになる。入札の
募集要項が出されてから締切まで
は 45日間となっており、競合提案
者は、限られた時間で提案を準備
しなくてはならない。競争入札に
おいて、公的機関は、第一提案者
に対してスイスチャレンジの権利
またはボーナスを与えることがで
きる。このボーナスは、第一提案
者の価格が競合提案者の提案価格
図表 5 台湾 PPIP法による民間提案 
（PCC（2002a,2002b）を基に筆者作成） 
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を上回っても、一定の範囲内なら第一提案者を選定するもの。ガイドラインにはボーナス
の上限は明示されておらず、ボーナスを設定する場合には、公的機関が十分な説明責任を
果たす必要がある。 
ニュージーランドは、政府機関向けのガイドにおいて、第一提案者との随意契約を前提
とした直接交渉を認めている。提案に特許、商標、知的財産権があり、独創性があると認
められる場合、民間事業者の適性を審査し、交渉を行う。オーストラリア・クイーンズラ
ンド州でも第一提案者との随意契約を認めている。同州は、過去には公的支援等がないこ
とを排他的交渉権の付与の要件の一つとしていたが、2015 年のガイドラインではこれを緩
和している。 
 
5. ベトナム（直接指名またはボーナス） 
ベトナムでは、2015 年に施行され
た PPP の首相令と投資家選定令によ
って、ボーナスが明示された。民間
が提案を行えるのは、FS を民間事業
者が準備する場合、グループ C に分
類される小規模プロジェクト（例 
1200 億ベトナムドン未満（日本円で
約 6億円）の空港、鉄道、高速道路、
エネルギー施設または 800 億ベトナ
ムドン未満（同約 4 億円）の灌漑、
上下水道、通信施設など）で、まだ
プロジェクトの実施承認を得られて
いないもの。公社なども提案者とな
ることができるが、100％公的機関が
出資している場合には、他の企業と
コンソーシアムを組む必要がある。 
以前の BOT 法では、首相等による直接指名も認められていたが、2009 年の PPP パイロッ
ト令では特に規定がなくなっていた。 
事業の性質に応じて、事業者の提案の価格審査が行われる。サービス価格による競争を
行うプロジェクトは、最低価格を提示した者が事業者として選定される。政府の資本参加
を求める場合、政府の参加資本額をもっとも低く提案した者が事業者として選定される。
政府に対して対価を払うプロジェクトの場合は、提示金額が最も高い者が選定される。ま
た、これらを混合させるプロジェクトも可能。いずれにしても、全体の５％相当のボーナ
スを得られる。 
また、一定の要件を満たせば、直接指名による契約も認めている。 
（各法令を基に筆者作成） 
図表 6 ベトナム PPP首相令による民間提案 
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6. フィリピン（スイスチャレンジ） 
フィリピンの民間提案制度では、事業者の選定にスイスチャレンジ方式を採用している。
同国の BOT 法で非公募提案を受け付ける条件は▽新しいコンセプト、技術を使用している
▽公共機関や政府の最優先課題ではない▽政府保証・補助・資産を利用しない▽公共の公
募型事業と重複しない―こととなっている。 
非公募提案に対しては、経済インセンティブは与えるものの、政府からの直接的な公的
支援（政府保証、補助金、資本参加）は提供していない。2012 年に改正した BOT 法施行令
では、公的資産の使用権（right-of-way を含む）を保証することも「公的支援」として扱
われるようになり、提案者は政府に対して対価を払う必要がある。また、移転費用等は全
て民間が負担する。また、新しい施行規則では契約書案について、担当機関、自治体の長
の審査と承認を求めることとなった。 
なお、先進国においても、例えばカナダでは、スイスチャレンジ方式による選定を行っ
ている。トロント市は、スイスチャレンジ方式の手順を示している。 
 
7. インドネシア（複数のインセンティブから事業者が選択） 
インドネシアは、ここ数年で大きく制度の改正が進んでいる。民間提案に関しては、第
一提案者に対するインセンティブを複数タイプ認めており、第一提案者が選ぶことができ
るのが特徴だ。具体的には、競争入札での最大 10％のボーナス、スイスチャレンジ、第一
提案者が入札に参加しない場合には知的財産の買い取りを選択できる。 
また、一定の条件を満たせば、随意契約も可能とする規定がある。 
（各法令を基に筆者作成） 
図表 8 インドネシアの PPP大統領令による民間提案 図表 7 フィリピン BOT 法の民
間提案 
（BOT法を基に筆者作成） 
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9. まとめ 
本稿で取り上げた第一提案者への優遇策等を、第一提案者へのインセンティブと競争性、
透明性という観点からまとめたのが図表 9である。 
 
図表 9 第一提案者優遇策のインセンティブと競争性・透明性の関係 
 
（筆者作成） 
 
随意契約（排他的交渉権、直接指名など）は、第一提案者となることのインセンティブ
が高い。しかし、提案の大幅な見直しなどが許容される場合は、透明性が低いと言わざる
を得ない。競争もないため、公的機関に十分なプロジェクトの目利き、交渉能力がないと、
事業者として最適ではない第一提案者に随意契約の機会を与えてしまう事になる。 
ボーナスは、予め一定の数値を法令等で定めている場合であれば透明性は高くなるが、
プロジェクトの規模等に応じて、第一提案者にとってのメリットも増減する。一方、案件
毎にボーナスの割合を決定する場合、ボーナスの割合の決定プロセスの透明性、公的機関
の説明責任が問われることとなる。 
提案の知的財産等を買い取る仕組みは、コンサルタントなども提案制度に参画すること
手法 第一提案者への
インセンティブ
競争性 透明性 手続きの容易性、その他特徴
随意契約／排他的
交渉権／直接指名
提案が受注に繋がること
から、提案のインセンティ
ブは大きい
競争性は低い 直接指名が可能な場合の
客観的な要件が事前に明
示されている必要がある
・非公募提案を受け付けてから競合提
案を受け付ける手間が必要ないが、交
渉の手間はかかる
・非公募提案の提出に一定の条件や
範囲を付して募集することで、競争性
や透明性を高めることができる
スイスチャレンジ 第一提案者のみが再提案
の機会を得ることから、受
注可能性が高く、インセン
ティブは大きい
第一提案者のみが再提案
の機会を得ることから、競
争性は低い
第一提案者に再提案を求
める際の情報開示の方法
等
・複数回提案を審査する手間、説明責
任が生じる
・第一提案者に再提案を求める場合、
第一提案者が不当に有利にならない
よう情報開示等に配慮が必要
BAFO 第一提案者が必ずしも再
提案の機会を得られる訳
ではないため、インセン
ティブはスイスチャレンジ
より小さい
競争性の高い複数の提案
者、あるいは全員が再提
案の機会を与えられるた
め、競争性は確保される
「競争力がある提案をした」
事業者のみに再提案の機
会を与える場合、客観的な
評価に基づいて提案機会
を与える必要がある
・複数回提案を審査する手間が生じる
・再提案を求める事業者を選ぶ際の客
観的な基準が必要
シード権 一定のインセンティブはあ
るものの、２次審査では有
利になることはない
２次審査における競争性
は通常と変わらない
審査では第一提案者と他
の提案者は同じ基準で審
査されるため透明性は高い
・第一提案者を自動的に一次審査通
過とするため、その手間は少ない
ボーナス ボーナスの設定値によっ
てインセンティブの大きさ
が変わる
ボーナスの設定値とプロ
ジェクトの規模によって変
わる
事前にボーナスの基準が
明示されている場合、透明
性は高い。案件毎に決定す
る場合、透明性が低く、第
一提案者にもリスクがある
・一律で一定割合をする方法であれば
手間が少なく容易であるが、案件毎に
決定する場合、説明責任が求められる
提案買取 事業実施者とならない業
態の事業者でも提案する
ことができるため、コンサ
ルタント等にはインセン
ティブとなる可能性がある。
買取価格によってインセン
ティブの大小がかわる
第一提案者は入札に参加
しないため、競争性は従
来の公募方式と変わらな
い
買取価格の設定について、
基準が必要となる
・価格設定の方法が決められていない
場合、事業者との交渉に手間がかかる
提案費用等返還 提案時のインセンティブと
はなりづらいが、受注でき
なかった場合でも提案費
用の一部を回収できる
第一提案者も他の事業者
と同じルールで審査に参
加するため、競争性は従
来と変わらない
返却額が一律金額の場合、
透明性は高いが第一提案
者にとって高度な提案をし
た場合のリスクは高い。そ
の都度決める場合、基準が
明確でないと透明性が低く
なる
・返還価格設定の方法が決められてい
ない場合、事業者との交渉に手間がか
かる
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ができる点で、提案の可能性を広げることができる。また、提案提出後の社会環境の変化
等に応じて第一提案者が辞退した場合でも、一定の報酬が得られる。とはいえ、準備費用
に対して十分な報酬が得られるとは考えづらく、提案のインセンティブとはなりづらい。 
同様に、第一提案者が落札できなかった場合等に提案費用を返還する制度は、第一提案
者の経済的損失を軽減する手段ではあるものの、提案を促すためのインセンティブとはな
り得ない。インドなどでは、第一提案者が落札した場合には、入札等の選定プロセスにか
かる費用を公共側が負担し、競合提案者が落札した場合には落札者が負担する仕組みを取
るが、この仕組み自体が提案を促すとは考えづらい。 
多段階選抜を行う場合に第一提案者の初期審査を免除する「シード権」方式を取る方法
もある。第一提案者は当初の提案が受理された時点でプロジェクトの概念や遂行に必要な
資格要検討は満たしていると考えることもできるため、この方式は透明性、競争性は高い。
一方で、第一提案者のインセンティブは低い。 
このほかにも、競合提案の受付期間の最低限度として定められている期間が、従来の RFP
による公募から提案提出までの期間よりも短く設定されている国もある。準備期間を十分
に確保できることが、第一提案者にとってのインセンティブともなる。 
情報公開範囲について第一提案者が要望、交渉できることで、第一提案者の持つ提案の
革新性、独自性、新規性等を秘匿することも第一提案者にとってはメリットとなりうる。 
 
第３章 日本への示唆 
1. 優遇策設定の考え方 
上述のように、第一提案者の選定の在り方（インセンティブの付与の仕方）は、国によ
って様々である。先進国においては、公平、透明な選定プロセスを重視し、選定プロセス
でのインセンティブを設けていないケースも多いことがわかる。バージニア州の例を見れ
ば、随意契約、ボーナス、再入札といった選定段階での直接的な優遇がないことが必ずし
も民間提案の阻害要因とはならないと推察できる。一方で、先進国においても提案者の「革
新性」に重きを置いて、第一提案者と直接交渉を行う国等もある。 
PFI のプロセスガイドラインにも例示されている選定段階における提案者加点を行う場
合、第一提案者の提案意欲を高められかつ競合提案者の参加意欲をそがない程度の加点割
合を設定する必要がある。加点割合を固定すれば透明性は高まるが、案件の規模や提案の
複雑さによっては、提案意欲や競争性が低下してしまう。一方で、加点割合をそのつど設
定する場合、発注機関には説明責任が求められる。革新性、独自性、新規性等の審査や、
優遇策、競争性、透明性の確保、提案の最適性の担保等のあり方は、各機関が十分に検討
する必要がある。 
また、バージニア州の「審査料」の取り組みは、非公募提案を受け付けても審査の予算、
ノウハウがない公的機関でも、責任をもって専門的な検証を行えるようになる点で第一提
案者にとってもメリットとなり得る。選定時の直接的な優遇策だけでなく、提案を短期間
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で正当に評価する仕組みを構築することも、民間の提案を促すことができるだろう。 
このほか、公的な負担（公有地や公共施設の利用、財政負担）の有無に応じて、選定プ
ロセスやインセンティブの程度を変化させている事例も興味深い。公有地・公共資産の使
用、財産負担を伴う提案も可能とすることで、より幅広い提案を期待することができる。 
 
2. 法令との整合 
日本において、これらのインセンティブ手法を採用しようとした場合、課題になるのは、
国やその関連機関の場合は会計法と予決令、地方自治体の場合は地方自治法である。特に、
スイスチャレンジや BAFOのように、特定の入札参加者に対して複数回の入札を認める方式
は、実施が難しい。また、民間事業者にとってわかりやすいインセンティブとなりやすい
随意契約、特に複数年の契約を結ぼうとすれば、一定のハードルがある。一方で、国、地
方自治体の支出を伴わないものであれば、会計法、地方自治法等の制約の対象外であると
する見方もある。一方で、公的資産を中長期にわたって独占的に使用させることになる場
合などには、慎重に検討されるべきである。 
近年では公募時には予定価格を設定せず、技術提案を受け付けて技術や価格について交
渉した後、予定価格を設定する方式も国やその出先機関等で行われているが、自治体では、
複数の提案を受けて民間の独創性や新技術を生かせる予定価格を設定できるかも疑問であ
る。ここ数年、総合評価方式の技術提案では、本来は必要のない過度な技術等を提案し高
い評価を得ようとする「オーバースペック（技術ダンピング）」が課題となった。仮に民間
提案で公的負担も可能な場合、公共側が十分な情報、知識を持っていないと、同様の問題
が起こる可能性もある。 
 
3. おわりに 
本稿では、選定プロセスにおける第一提案者の取り扱いに目を向けた。ただし、ここで
は提案者が競争的な選定プロセスを経るか、その場合にどのような優遇策を得られている
かにとどまっており、競争入札、総合評価方式、プロポーザル審査、競争的交渉、競争的
対話などのそれぞれの民間事業者選定手法の特性や適切性には踏み込んでいない。 
民間提案によって、同じ事業、課題に対して複数の全く異なる解決策が提案された場合、
それを適切に審査することは、技術者不足が進んでいる自治体においては困難であろう。
カナダやオーストラリアでは、自治体等が受け付けた民間提案について、国や州等の発注
支援機関がプロジェクト審査や選定を支援している。 
また、民間提案を促すために必要な他の要素（官民双方の知識・能力の向上、情報公開
や交換、受け入れ体制や手順の未整備等）についても取り上げていない。これについては、
PPP/PFIの地域プラットフォームの活動などによって、改善が期待されている分野である。 
民間提案制度は、公共の限られた予算、人員の中で、革新的、独創的な民間のアイデア
等によって新しい公共サービスを提供できるようにする方策として期待されている。民間
15 
からの提案を促しながらも、競争性、透明性を担保できる選定の仕組み作りが求められて
いる。 
 
 
（参考文献） 
BallingallJames. 2014. PPPs:Fiscal Space and Investment The United Kingdom. 2014
年 6月 5 日. http://idbdocs.iadb.org/wsdocs/getdocument.aspx?docnum=38831864. 
City of Tront. 2008. Procedure for Conducting a Swiss Challenge Request for Proposal.  
http://www1.toronto.ca/city_of_toronto/toronto_office_of_partnerships/files/
pdf/swiss-challenge-procedure.pdf 
Hodges, J.T and Dellacha, G. 2007. Unsolicited Infrastructure Proposals How Some 
Countries Introduce Competition and Transparency. PPIAF, 2007. 
Government of Indonesia. 2015. Presidential Regulation  Number 38 Year 2015 
Concerning Cooperation Between Government And Business Entities In 
Infrastructure Provision  
JOINT TRANSPORT RESEARCH CENTRE. Discussion Paper No. 2009-24. When Should We Provide 
Separate Auto and TruckRoadways? 
http://internationaltransportforum.org/jtrc/DiscussionPapers/DP200924.pdf. 
JonesWill. 2010. City of Richmond receives new jail proposal . Richmond Times-Dispatch. 
2010年 3月 13日. 
Le Service Public de la Diffusion du Droit.2004. Code général des collectivités 
territoriales. Ordonnance n°2004-559 du 17 juin 2004 - art. 14 JORF 19 juin 2004.  
https://www.legifrance.gouv.fr/affichCodeArticle.do?idArticle=LEGIARTI000006
389271&cidTexte=LEGITEXT000006070633&dateTexte=20060407 
Le Service Public de la Diffusion du Droit.2004. Ordonnance n° 2004-559 du 17 juin 
2004 sur les contrats de partenariat.  
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000000438720 
Le Service Public de la Diffusion du Droit.2015. Ordonnance n° 2015-899 du 23 
juillet 2015 relative aux marchés publics.  
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do;jsessionid=6E5E1B1262F86F4B49B
59863F08167A6.tpdila21v_1?cidTexte=JORFTEXT000030920376&dateTexte=20160401 
maPPP. 2014. L’OFFRE SPONTANÉE EN CONTRAT DE PARTENARIAT. 2014年.  
http://www.economie.gouv.fr/files/files/directions_services/ppp/fiche_offre_
spontanee.pdf. 
PCC. 2002a. 主辦機關審核民間自行規劃申請參與公共建設案件注意事項 圖表附件：圖一自
備土地案件作業流程. http://law-out.mof.gov.tw/inc/GetFile.ashx?FileId=1437 
16 
PCC.2002b. 主辦機關審核民間自行規劃申請參與公共建設案件注意事項 圖表附件：圖二政
府提供土地設施案件作業流程.  
http://law-out.mof.gov.tw/inc/GetFile.ashx?FileId=1438 
PPIAF. 2014. Unsolicited Proposals. An Exception to Public Initiation of 
Infrastructure PPPs An Analysis of Global Trends and Lessons Learned. Washington, 
D.C. : 2014. 
Republic of the Philippines. The Philippine BOT Law: REPUBLIC ACT NO. 7718.  
Republic of the Philippines. 2012. Revised BOT Law Implementing Rules & Regulations.  
http://www.neda.gov.ph/wp-content/uploads/2013/12/BOT-Law-IRR-Amendments-2012.pd
f 
Socialist Republic of Vietnam. 2015 No. 15/2015/NĐ -CP. Decree On Investment In The 
Form Of Investment Partners. 
Socialist Republic of Vietnam. 2015. No. 30/2015/NĐ-CP.Decree on Investor Selection. 
United Nations. 2013. United Nations Procurement Manual Revision No. 7. 2013 年 7
月 1日.  
https://www.unescwa.org/sites/www.unescwa.org/files/page_attachments/pm.pdf. 
Vaissier, F.G., Martin-Sisteron,H., and Seniuta,A. The Public-Private Partnership 
Law Review, Chapter 7: France. p80. White and Case, Law Business Research, The 
Law Reviews. 
VINCI. France A86 Historique. 
http://www.vinci-construction-projets.com/projets.nsf/fr/types-ouvrages.htm?
openagent&f=Duplex%20A86. 
内閣府.ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン.pp28-29.  
http://www8.cao.go.jp/pfi/kaigi/shiryo_05-03.pdf 
